別紙様式９－１（３６関係）
　
１　食を核とした地域活性化支援事業
（1） 事業の目的及び効果
1 事業の目的
2 事業の効果
（２）事業実施主体の概要及び添付資料
　　①　事業実施主体の概要
    　ア　名　称
    　イ　主たる事務所の所在地
　　　ウ　代表者名
　　　エ　構成員数
　　　オ　従業員数
　　　カ　設立年月日
　　　キ　所有施設の概要
　　②　添付書類
　　　ア　事業実施主体の概況           
　　　（ア）定款又はこれに準ずる規約
　　　（イ）役員等名簿
　　　（ウ）事業計画、収支予算書及び収支決算書等
　　　イ　その他総合食料局長が特に必要と認める書類
　　注：申請に際し必要な書類を添付すること。　　　　
（３）事業実施主体の組織体系図
	


（４）事業目標及び事業内容等
①　枠組構築事業
ア　事業目標
	目標（達成すべき成果）

	


　　　　
イ　事業内容
（ア）枠組構築推進検討委員会の開催
	名　　　　称
	開催時期
	開催回数
	委 員 人 数
及びその構成
	主な内容

	
	
	
	
	


　　　　注：会議の主な内容については、その経過が明らかになるように開催ごとに記入すること。
（イ）枠組構築のための資料の作成                                      
	作成時期
	内　容
	印刷部数

	
	
	部


　　
（ウ）調査員等の設置
	設置期間
	所属（役職）
	備　考

	
	
	


　　　　注：備考欄には、事業実施主体の常勤役職員を調査員等として配置する場合、具体的な理由を記入
すること。　
②　事業戦略策定・ブラッシュアップ事業
　　ア　事業目標
	目標（達成すべき成果）

	


イ　事業内容
　（ア）事業戦略企画検討委員会の開催
	名　　　　称
	開催時期
	開催回数
	委 員 人 数
及びその構成
	主な内容

	
	
	
	
	


注：会議の主な内容については、その経過が明らかになるように開催ごとに記入すること。
（イ）事業戦略企画のための資料の作成
	作成時期
	内　容
	作成部数

	
	
	部


（ウ）事業戦略の策定・ブラッシュアップ調査（事例調査等）
	実施時期
	調査方法
	調査内容
	備　考

	
	
	
	


（エ）調査員等の設置
	設置期間
	氏名
	所属（役職）
	備　考

	
	
	
	


注：備考欄には、事業実施主体の常勤役職員を調査員等として配置する場合、具体的な理由を記入
すること。
（オ）新商品・メニューの選定
	選定時期
	検討内容
	備　考

	
	
	


（カ）開発計画の策定
	策定時期
	策定内容
	備　考

	
	
	


③新商品・メニュー開発事業
　　 ア　事業目標
	目標（達成すべき成果）

	（本事業着手に到る経緯）
（事業目標）



　　 注：事業目標には、開発する新商品・メニューの具体的な特徴（開発する新商品・メニューの新規
性、活用する国産原材料又は製造・調理工程の先進性や独自性等）、本事業による取組内容等を
記入の上、達成すべき成果（商品化による効果、売上高等）を明記すること。
　　　　　　
　　 
イ　事業内容
（ア）事業の中心となる団体・企業等の概要
	項　目
	概　　　要

	１　名称
２　所在地
３　代表者名
４　設立年月日
５　資本金
６　従業員数
７　業種
	


（イ）主要原料の取引を行う農業者等の概要
	
	農 業 者 等
	所　　在　　地
	対象農林水産物
	作付面積
	出 荷 量
	販 売 額

	
	
	
	
	      (ha)
	      (ﾄﾝ)
	    (百万円)


注：直近年度の作付面積、出荷量、販売額等を記入すること。
（ウ）開発・試作等の実施に係る連携体制
	概略図（産地、開発・試作品製造企業、研究機関等の連携参加者の構成及び役割）

	


　　　　注：連携に参画する団体・企業等の名称及び役割を明記すること。
	開発・試作、市場評価等に参画するスタッフの所属・役職名

	


　　 （エ）パッケージデザインの設計等　　
	　　　
設計期間
	検討方法
	検討内容
	備　考

	
	
	
	


	（オ）市場調査の実施
　　　
実施時期
	実施内容
	実施場所
	備　考

	
	
	
	


注：アンケート調査を実施する場合は、備考欄に調査対象、調査票の印刷部数等を記入すること。
（カ）市場評価の実施
	　　　
実施時期
	実施内容
	実施場所
	備　考

	
	
	
	


　　　注：アンケート調査を実施する場合は、備考欄に調査対象、調査票の印刷部数等を記入すること。
　　　　　
（キ）主要原料取引計画及び売上計画　
ａ　主要原料取引計画の概要
	主要原材料名
	初年度（平成　　年）

	
	原料使用量（ﾄﾝ）
	契約取引数量（ﾄﾝ）
	相手先

	
	
	
	

	
	
	
	

	

	主要原材料名
	第２年度（平成　　年）

	
	原料使用量（ﾄﾝ）
	契約取引数量（ﾄﾝ）
	相手先

	
	
	
	

	
	
	
	


	主要原材料名
	第３年度（平成　　年）

	
	原料使用量（ﾄﾝ）
	契約取引数量（ﾄﾝ）
	相手先

	
	
	
	

	
	
	
	


　　　注：翌年度からの計画を、年度別（当年４月から翌年３月まで）に記入すること。
　　　
ｂ　売上計画の概要
	製品名
	販売先
	初年度
(平成　年)a
	第２年度
(平成　年)
	第３年度
(平成　年)b
	b/a

	
	
	千円

	千円

	千円

	%



	計
	
	
	
	
	


注：翌年度からの計画を、年度別（当年４月から翌年３月まで）に記入すること。
④販路拡大を核とした地域活性化事業
ア　事業目標
	目標（達成すべき効果）

	（本事業着手に到る経緯）
（事業目標）



　　　　注：事業目標欄には、販路拡大を核とした地域活性化事業の戦略、本事業による取組内容等を記入
の上、達成すべき成果（売上高及び観光客数、それに伴う経済波及効果等）を明記すること。
　　
イ　事業内容
（ア）運営会議の開催
	名　　　　称
	開催時期
	開催回数
	委 員 人 数
及びその構成
	主な内容

	
	
	
	
	


（イ）販路拡大・交流会運営のための資料の作成
	　　　
作成時期
	内　容
	作成部数

	
	
	部


（ウ）販路拡大を核とした地域活性化事業の実施に係る連携体制
	概略図（農林水産業、食品製造業、外食産業、観光業、市町村、農業協同組合、商工会、
商工会議所等の連携参加者の構成及び役割）

	


　　　　注：販路拡大を核とした地域活性化事業の連携に参画する団体・企業等の名称及び役割を明記すること。
	販路拡大を核とした地域活性化事業に参画するスタッフの所属・役職名

	


　　　
（エ）各種広報資料の作成
	種　　類
	 内容等（①作成時期、②媒体の種類、③普及方法など）
	備考

	○交流会開催案内

	①
②
③
④〔その他〕
	

	○交流会参加者募集

	①
②
③
④〔その他〕

	

	○その他

	①
②
③
④〔その他〕

	


　　　　注：印刷物により広報を行う場合は、備考欄に印刷部数を記入すること。
（オ）事前説明会等の開催
	
	名　称
	開催時期
	開催場所
	参加人員
	開　催　内　容
	備考
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（カ）交流会の開催
	名　称
	開催時期
	開催場所
	参加者構成
及び員数
	開　催　内　容
	　　　　備考

	
	
	
	         人
	
	


注：ガイドブック等を配付する場合は、備考欄に作成部数を記入すること。
（キ）事業全体の成果調査
	実施時期
	調査方法
	調査内容
	備　考

	
	
	
	


⑤　報告書の作成
	主　な　配　布　先

	
	部



